
（平成２２年10月６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 36 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 53年 10 月から 55年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 43年３月から 50年９月まで 

             ② 昭和 53年 10月から 55年３月まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたことを契機として国民年金保険料の納付

記録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を

受け取った。 

昭和 43 年３月の婚姻を契機として、夫がＡ市役所旧庁舎裏の別館に設置

されていた国民年金課において、私及び夫に係る国民年金の加入手続を行っ

た。その際、夫については「年金をもらうには年数が足りない。」と言われ

たため、その後、70万円ないし 80万円の保険料を一括で納付した。 

国民年金の加入当初は、夫が夫婦二人分の保険料を納付書により市役所の

窓口において納付していたが、口座振替で納付できるようになってからは、

私及び夫のそれぞれの預金口座から口座振替で納付していた。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１  申立期間②は、18 か月と比較的短期間である上、口座振替にするまで夫

婦二人分の保険料を一緒に納付していたとする申立人の夫は、申立期間②の

うち、昭和54年４月から55年３月までの保険料が納付済みとなっている上、

Ａ市役所作成の国民年金被保険者名簿においては、申立人の当該期間の保険

料は納付済みとされている。 

また、申立期間②の前後の期間は保険料が納付済みである上、申立人夫婦

の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 52 年９月以降において、ⅰ）

申立人及びその夫の 50年 10月から 52年３月までの保険料が同年 12月に過



年度納付されていること、及びⅱ）申立人の夫の 36年４月から 50年９月ま

での保険料が 55 年６月に特例納付されていることが特殊台帳により確認で

きることから、申立人の夫の納付意識は比較的高かったものと認められ、納

付意識の高い申立人の夫が申立人の申立期間②の保険料を納付したと考え

ても不自然ではない。 

 

２ 申立期間①について、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、国民

年金手帳記号番号払出簿により、昭和 52年９月 21日に連番で払い出された

ことが確認でき、その時点では、申立期間①の大部分は、時効により保険料

を納付することができない。 

また、申立期間①の保険料は、第３回特例納付（実施期間は昭和 53 年７

月から 55 年６月まで）により納付が可能であったが、申立人の夫は、申立

人の保険料をまとめて納付した記憶が無いとしている。 

さらに、申立人は、その夫が婚姻直後にＡ市役所旧庁舎裏の別館において

国民年金の加入手続を行い、それ以降保険料を納付してきたと主張している

が、Ａ市役所は、「旧庁舎裏の別館に国民年金課が置かれていたのは昭和 51

年４月から 54年中までの期間である。」と回答している上、申立人は、婚姻

直後の住所地ではなく昭和 50 年５月以降の住所地が記載されている２冊の

年金手帳を所持しているものの、他の年金手帳を所持していた記憶は無いと

していることから、その主張は不自然である。 

加えて、申立人の夫は、国民年金の加入手続を行った際、「年金をもらう

には年数が足りない。」と言われたため、婚姻前における自身の約８年分の

未納保険料について 70万円ないし 80万円を一括で納付したとしているとこ

ろ、特殊台帳により、昭和 36年４月から 50 年９月までの 174か月の保険料

（69万 6,000円）が 55年６月 30日に特例納付されたことが確認できること

から、申立人の夫の一括納付の記憶は、当該特例納付に関するものと考えら

れる。 

その上、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない上、申立期間①の保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

申立期間②の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から同年３月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取

った。 

私は、昭和 49 年１月からＡ医院に勤務していたが、同医院は厚生年金保

険の適用事業所とはなっていなかった。 

そのため、私の父は、私の国民健康保険と国民年金の加入手続を一緒に行

い、保険料については、父が家族の分と一緒に町内の集金の方にまとめて納

付してくれていたと記憶している。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金加

入期間の保険料をすべて納付している。 

 また、申立人の保険料を納付していたとするその父は、同居家族の保険料を

含め国民年金加入期間の保険料をすべて納付していることから、納付意識が高

かったものと認められる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿に

より、昭和 49 年９月に払い出されたことが確認でき、この時点では、申立期

間の保険料を過年度納付することが可能であったことから、納付意識の高い申

立人の父が申立期間の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

 加えて、特殊台帳により、申立期間後の昭和 50 年７月から同年９月までの

保険料が 51年１月 10日付けで還付されたことが確認でき、この時点において、

申立期間は、過年度納付対象期間であるにもかかわらず保険料が還付されてい



ることから、申立期間の保険料が納付されていたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年 10 月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月から 49年３月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

私の国民年金の加入手続及び保険料納付は、婚姻を契機として、亡くなっ

た夫が行ってくれた。 

私は、夫から「20 歳までさかのぼって保険料をまとめて納付した。」と聞

いており、夫は几帳面な性格であったことから、手続や納付を間違えること

は無いはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月間と短期間である上、申立人は、申立期間後の国民年金加

入期間（約 36年）の保険料をすべて納付している。 

また、申立人の保険料を納付したとするその夫は、国民年金加入期間（約

31年）の保険料をすべて納付している上、同居の義父母も制度発足時から国民

年金に加入し、60歳到達又は死亡直前までの保険料をすべて納付していること

から、申立人の夫及び家族の納付意識は高かったものと認められる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金受付処理簿により、昭

和 50 年３月ごろに払い出されたことが推認でき、その時点では、申立期間の

保険料を過年度納付することが可能である。 

加えて、当時は、第２回特例納付の実施期間であり、広報紙等により、過年

度の未納保険料について納付勧奨が行われたことは否定できず、納付意識の高



い申立人の夫が、申立人の申立期間の保険料を過年度納付したと考えても不自

然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 48 年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 48年 10 月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間の国民年金加入記録が確認できないとの回答を受け取った。 

    私は、平成 20 年にＡ社会保険事務所（当時）に出向き、所持していた国

民年金手帳の印紙検認記録欄に検認印が押してあることから、申立期間であ

る昭和 46 年４月から 48 年 10 月までの保険料はすべて納付していることを

確認した。その後、送付されてきた「ねんきん定期便」では、納付済みと確

認した申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳到達時から国民年金に加入しており、申立期間前後の期間

の保険料は納付済みである上、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をす

べて納付していることから、納付意識が高かったものと認められる。 

また、申立人が所持する昭和 44 年７月９日発行の国民年金手帳の国民年金

印紙検認記録欄には、46年４月から 48年３月までの部分に「Ｂ村」の検認印

が押されており、48 年 10 月 29 日発行の国民年金手帳の国民年金印紙検認記

録欄には、「48 年４月から 48 年９月まで納付済、Ｂ村」、「48 年 10 月から 49

年３月まで納付済、Ｃ町」のゴム印が押されていることが確認できる上、Ｂ村

役場（現在は、Ｄ市Ｅ区役所Ｆ出張所）作成の国民年金被保険者名簿も、申立

期間のうち46年４月から48年９月までの期間が納付済みとなっていることか

ら、申立期間の保険料が納付されていたものと考えるのが自然である。 

さらに、申立人は、申立期間当時はＧ美容室に勤務していたが、厚生年金保



険及びＨ共済組合の加入記録が確認できないことから、申立期間は引き続き国

民年金に加入する必要があったが、特殊台帳（旧台帳）には還付記録が確認さ

れ、オンライン記録及び国民年金被保険者台帳（新台帳）は、昭和 46 年４月

１日資格喪失、48 年 11 月１日資格取得として未加入期間となっているなど、

国民年金被保険者名簿の記載と一致しておらず、行政側の記録管理が適切に行

われなかったものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47年４月から 48年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 48年３月まで 

    私は58歳に到達した平成10年に将来受給する場合の年金額をＡ銀行Ｂ支

店で調べてもらったときに、25 年間しか保険料を納付していないことが分

かった。その後、｢ねんきん特別便｣が送付されたのを契機として国民年金保

険料の納付記録を照会したところ、申立期間の保険料の納付事実が確認でき

ないとの回答を受け取った。 

昭和 49 年にＣ市役所（現在は、Ｄ市役所Ｅ支所）の国民年金専任徴収員

（以下「専任徴収員」という。）から国民年金の加入を熱心に勧められ夫婦

で加入した。その年は最後の救済ということで５年前までさかのぼって 45

年４月からの保険料を夫婦一緒に納付することになり、専任徴収員に２か月

分から６か月分ずつの保険料を数回に分けて渡していた。その後、専任徴収

員の着服事件が明らかになり、私達夫婦の保険料が被害にあって未納とされ

ていると思うので詳しく調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ Ｃ市役所作成の国民年金被保険者名簿から、申立人及びその妻は昭和 50

年８月以降ほぼ同一日に納付していることが確認できるところ、申立人の妻

は、47 年４月から 48 年３月までの保険料を第２回特例納付期間中の 50 年

12月 31日に納付していることを考慮すると、申立人の保険料についてもそ

の妻と同様に第２回特例納付により保険料を納付したと考えても不自然で

はない。 

 

  ２ しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号



払出簿により昭和 48 年 12 月 28 日に払い出されていることが確認でき、こ

の時点では、申立期間のうち 45年４月から 47年３月までの大部分は時効に

より保険料を納付することができず、当該期間について特例納付をうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

    また、申立期間当時、申立人が営む理容店に集金に来ていたとする専任徴

収員は、Ｄ市役所が公表しているＣ市役所の横領事件に係る専任徴収員とは

別人であることから、申立人が本事件に巻き込まれたとは考え難い。 

    さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない上、当該期間の保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和47年４月から48年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



新潟厚生年金 事案 1113（事案 465の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 32 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 32年９月１日から同年 10月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となってい

ないことが分かった。 

    最初の申立てでは、Ａ社における同僚にも見習期間があり、見習期間にお

いては厚生年金保険に加入していないという理由で、年金記録の訂正が認め

られなかった。 

    しかし、Ａ社に勤務していた当時の後輩従業員から、「『ねんきん定期便』

が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に入社したと同時に厚生年金

保険に加入している記録となっている。」と聞いたので、再度調査して、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ａ社が保管する失業保険被保険者資格喪

失確認通知書及び同僚の証言から、申立人が申立期間から継続して同社に勤務

していたことが確認できるものの、当時の事業主は、「申立人については、１

か月の見習期間があり、見習期間の厚生年金保険の加入については不明であ

る。」と回答している上、同僚は、「数か月の見習期間があり、見習期間におい

ては厚生年金保険に加入していなかった。」と証言していることなどにより、

既に当委員会の決定に基づき平成 21 年７月８日付けで年金記録の訂正は必要



でないとする通知が行われている。 

   しかしながら、今回の再申立てに当たって、申立人は、「私は、前の会社で

Ｂ業務の仕事をしていた。今回、再申立てを行うきっかけとなった後輩も、私

と同様に業務経験者としてＡ社に入社し、見習期間は無かったと上記後輩から

聞いたので、申立てを行った。」と申し立てているところ、当該後輩従業員は、

「自分は経験者として、Ａ社に入社したが、入社と同時に厚生年金保険に加入

している。」と証言している上、オンライン記録から、Ａ社において、厚生年

金保険の資格取得日が申立人と同一日であることが確認できる元従業員は、

「申立人は、前の会社でＢ業務の仕事をしており、申立人がＡ社に入社してか

ら、同社にＢ部門ができた。」と証言している。 

   また、オンライン記録から、申立期間前後に、Ａ社において厚生年金保険に

加入していることが確認できる元従業員のうち二人は、「自分は経験者として、

Ａ社に入社した。」と証言しているところ、この二人は、別の事業所における

被保険者資格を喪失した直後に、同社において資格を取得しており、その年金

記録に空白期間が無い。 

   さらに、オンライン記録から、申立期間前後に、Ａ社において厚生年金保険

に加入していることが確認できる元従業員のうち５人は、「学校を卒業後にＡ

社に入社したが、その際に、４か月の見習期間があった。」と証言している。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社では、業務未経験者を採用する際には見

習期間を設けて、当該期間中は、厚生年金保険に加入させていなかった一方で、

業務経験者を採用する際には見習期間を設けず、採用と同時に厚生年金保険に

加入させていたことがうかがえることから、申立人は、申立期間において、厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 32

年 10月の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録から、１万 2,000

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を納付する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1114 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①について、申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ県教育庁Ｂ

教育事務所における資格取得日に係る記録を昭和 53 年４月４日、資格喪失日

に係る記録を同年７月 26 日とし、申立期間①の標準報酬月額を 10 万 4,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

   申立期間②について、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ県教育庁Ｃ

教育事務所における資格取得日に係る記録を昭和 54 年４月４日、資格喪失日

に係る記録を同年７月 26日とし、申立期間②の標準報酬月額を 11万円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 53年４月４日から同年７月 26日まで 

                          ② 昭和 54年４月４日から同年７月 26日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、中学校で臨

時職員をしていた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっ

ていないことが分かったので、改めて社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、やはり、いずれの申立期間も厚生年金保険被保険者期間となっていな

かった。 

    申立期間①は、Ｄ町立Ｅ中学校（現在は、Ｆ市立Ｅ中学校）で、申立期間

②は、Ｇ村立Ｈ中学校（現在は、Ｉ市立Ｊ中学校）で、いずれの学校でも、

１学期から勤務し、夏休み後の２学期及び３学期も勤務した。 

    いずれの学校でも勤務期間のうち、２学期と３学期は厚生年金保険被保険

者期間となっているのに、１学期だけ被保険者期間となっていないことは納

得できないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 



第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人から提出された人事記録（履歴書）及び当時

の学校事務職員の証言から、申立人が申立期間①において、Ａ県教育庁Ｂ教

育事務所管内のＤ町立Ｅ中学校に勤務していたことが確認できる。 

    また、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所は、「関係書類が現存しないため、申立ど

おりの届出を行ったか、保険料を納付したかは不明である。」と回答してい

るところ、申立期間①当時の臨時職員の取扱いについては、Ａ県市町村立学

校臨時職員取扱規程（以下「取扱規程」という。）によって対応していたと

していることから、申立期間①に係る人事記録における採用期間は２か月を

超えており、例外的に厚生年金保険に加入させる必要の無い場合を規定する

取扱規程第 19 条ただし書き「他の保険の被保険者又は被保険者の扶養親族

である場合」に該当する事実も確認できない上、当該事業所と申立人の間で

厚生年金保険に加入させないとする合意があったと推認できる特段の事情

もみられない。 

    さらに、オンライン記録において、Ａ県教育庁Ｂ教育事務所で、申立期間

①前後に厚生年金保険被保険者資格を取得した者の被保険者期間を確認し

たところ、その加入月数が２か月ないし３か月の者が複数いることが確認で

きる。 

    加えて、申立期間①当時、Ｄ町立Ｅ中学校で学校事務職員をしていた者は、

「採用期間が２か月以上あり、厚生年金保険に加入する条件を満たしておれ

ば、取扱規程により当然に加入手続きを行った。しかも、２学期及び３学期

に加入しながら、１学期のみ加入しなかったことは考えられない。当時は、

Ｂ教育事務所で手続が行われ、保険料控除等を記載したプリントと健康保険

証を手渡していた。」と証言している。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の所持する人事記録

記載の教育職等級及び号給から、10万 4,000 円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後に被

保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、資格の取得及び

喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理

を誤ったとは考え難いことから、事業主から被保険者資格の取得及び喪失に

係る届出が行われていないと認められる。その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 53 年４月分から同年６月分までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



  ２ 申立期間②について、申立人から提出された辞令書及びＡ県教育庁Ｃ教育

事務所から提出された人事記録（履歴書）から、申立人が申立期間②におい

て、同事務所管内のＧ村立Ｈ中学校に勤務していたことが確認できる。 

    また、Ａ県教育庁Ｃ教育事務所は、「社会保険への加入手続き、保険料の

控除、納付に関しての資料が全く残っていないため不明である。」と回答し

ているところ、申立期間②当時の臨時職員の取扱いについては、取扱規程に

よって対応していたとしていることから、申立期間②に係る辞令書の採用期

間は２か月を超えており、例外的に厚生年金保険に加入させる必要の無い場

合を規定する取扱規程第 19 条ただし書き「他の保険の被保険者又は被保険

者の扶養親族である場合」に該当する事実も確認できない上、当該事業所と

申立人の間で厚生年金保険に加入させないとする合意があったと推認でき

る特段の事情もみられない。 

    さらに、オンライン記録において、Ａ県教育庁Ｃ教育事務所で、申立期間

②前後に厚生年金保険被保険者資格を取得した者の被保険者期間を確認し

たところ、その加入月数が２か月ないし３か月の者が複数いることが確認で

きる。 

    加えて、申立期間②当時、Ｇ村立Ｈ中学校で学校事務職員をしていた者は、

「当時は、取扱規程により当然に加入手続を行った。しかも、２学期及び３

学期に加入しながら、１学期のみ加入しなかったことは考えられない。当時

は、Ｃ教育事務所で手続が行われ、保険料控除等を記載したプリントと健康

保険証を手渡して本人に説明していた。」と証言している。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、辞令書及び人事記録記載の

教育職等級及び号給から、11万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、仮に事業主

から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後に被

保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととなるが、資格の取得及び

喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処理

を誤ったとは考え難いことから、事業主から被保険者資格の取得及び喪失に

係る届出が行われていないと認められる。その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 54 年４月分から同年６月分までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は申立期間②に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1115 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間①、②及び③について、申立人は、その主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、申立期間①の標準賞与額に係る記録を７万 5,000円、申立期間②を

５万 5,000円、申立期間③を７万 5,000円とすることが必要である。 

   また、申立期間⑤及び⑥について、申立人は、厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが確認できることから、申立期間⑤の標準賞与

額に係る記録を５万 7,000 円、申立期間⑥の標準賞与額に係る記録を７万

6,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

   申立期間④について、申立人の標準賞与額に係る記録を５万 8,000円に訂正

することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（上記

訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   申立期間⑦、⑧及び⑨について、申立人の標準報酬月額に係る記録を 16 万

円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（上

記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 平成 15年 12月 24日 

             ② 平成 16年８月 13日 

             ③ 平成 16年 12月 24日 

             ④ 平成 18年８月 12日 

             ⑤ 平成 19年８月 13日 

             ⑥ 平成 19年 12月 24日 

             ⑦ 平成 15年４月１日から同年５月１日まで 



             ⑧ 平成 15年６月１日から同年８月１日まで 

             ⑨ 平成 16年９月１日から同年 10月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で勤務

した期間において、申立期間①、②、③、⑤及び⑥に支給された賞与に係る

記録が無い上、申立期間④に係る標準賞与額が誤っていることが分かった。 

    また、給料支払明細書を確認したところ、申立期間⑦、⑧及び⑨における

標準報酬月額が誤っていることも分かった。 

    申立期間の給料支払明細書を保管しているので、調査の上、標準賞与額及

び標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①、②、③、⑤及び⑥について、申立人は標準賞与額の記録の訂

正を申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき標準賞与額を決定し、記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立期間①、②及び③について、申立人が保管している給料

支払明細書から、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の標準賞

与額を、申立期間①は７万 5,000円、申立期間②は５万 5,000円、申立期間

③は７万 5,000円とすることが妥当である。 

    また、申立期間⑤及び⑥について、申立人が保管している給料支払明細書

から、申立期間⑤は６万円、申立期間⑥は８万円の賞与が支給されているこ

とが確認できる一方、厚生年金保険料控除額については、いずれの申立期間

においても、当該賞与額に相当する標準賞与額に基づく保険料額よりも低額

の保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが確認できることか

ら、申立人の標準賞与額を、申立期間⑤は５万 7,000円、申立期間⑥は７万

6,000円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、いずれの申

立期間についても、給料支払明細書により申立人の賞与から厚生年金保険料

の控除が確認できるにもかかわらず、オンライン記録には、申立人の標準賞

与額に係る記録が無く、計５回の健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届

のいずれの機会においても社会保険事務所（当時）が申立人に係る記録の処

理を誤るとは考え難いことから、事業主は、いずれの申立期間についても、

健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事務所に提出してお

らず、その結果、社会保険事務所は、いずれの申立期間についても、標準賞

与額に基づく厚生年金保険料についての納入の告知を行っておらず、事業主



は、申立期間①、②、③、⑤及び⑥に係る保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

  ２ 申立期間④について、オンライン記録から、申立人の標準賞与額は５万

5,000円であることが確認できるところ、申立人が保管している給料支払明

細書から、申立人に対して６万円の賞与が支給されていることが確認できる

一方で、厚生年金保険料控除額については、５万 8,000円に相当する標準賞

与額に基づく保険料を、事業主により賞与から控除されていたことが確認で

きることから、申立人の申立期間④に係る標準賞与額を５万 8,000円に訂正

することが必要である。 

    なお、事業主が当該賞与額に基づく保険料（上記訂正前の標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

 

  ３ 申立期間⑦、⑧及び⑨について、申立人は標準報酬月額の相違について申

し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関す

る法律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

    したがって、申立人の申立期間⑦、⑧及び⑨に係る標準報酬月額について

は、申立人の保管していた給料支払明細書において確認できる報酬月額から、

16万円に訂正することが妥当である。 

    なお、事業主が当該報酬月額に基づく保険料（上記訂正前の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



新潟国民年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 47年３月まで 

    私は59歳に到達した平成10年に将来受給する場合の年金額をＡ銀行Ｂ支

店で調べてもらったときに、26 年間しか保険料を納付していないことが分

かった。その後、｢ねんきん特別便｣が送付されたのを契機として国民年金保

険料の納付記録を照会したところ、申立期間の保険料の納付事実が確認でき

なかったとの回答を受け取った。 

昭和 49 年にＣ市役所（現在は、Ｄ市役所Ｅ支所）の国民年金専任徴収員

（以下、「専任徴収員」という。）から国民年金の加入を熱心に勧められ夫婦

で加入した。その年は最後の救済ということで５年前までさかのぼって 45

年４月からの保険料を夫婦一緒に納付することになり、専任徴収員に２か月

分から６か月分の保険料を数回に分けて渡していた。その後、専任徴収員の

着服事件が明らかになり、私達夫婦の保険料が被害にあって未納とされてい

ると思うので詳しく調査して欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭

和 48 年 12月 28 日に払い出されたことが確認でき、この時点では、申立期間

の大部分については時効により保険料を納付することができない上、当該期間

について特例納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、Ｃ市役所作成の国民年金被保険者名簿の保険料納付記録（１）欄には、

昭和 47 年度以降の保険料納付が確認できるものの、申立期間は未納期間とさ

れている上、特殊台帳においても申立期間が未納となっていることから、行政

側の記録管理においても不自然な点は見当たらない。 

   さらに、申立期間当時、申立人が営む理容店に集金に来ていたとする専任徴



収員について、Ｄ市役所が公表しているＣ市役所の横領事件に係る専任徴収員

とは別人であることから、申立人が本事件に巻き込まれたとは考え難い。 

   さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年６月から平成２年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 62年６月から平成２年３月まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

会社を辞めて自営業を始めたころに国民年金に加入し、保険料は妻が市役

所又は銀行において納付していた。 

申立期間の妻の保険料は納付済みとなっており、自分の保険料のみが未納

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の保険料を納付したとする申立人の妻は、保険料の納付状況につい

て、「定期的に納期までに納めるという方法ではなく、お金に余裕があるとき

にまとめて納付していた。」としており、納付時期など申立期間の具体的な納

付状況が不明である。 

また、申立人の妻は、「自分の保険料を先に納付し、主人の分は後で納付し

ていた。」としており、事実、オンライン記録により、申立期間の前後の期間

においては、申立人及びその妻の保険料納付年月日はほとんど相違しているこ

とが確認できる上、申立人の保険料が時効直前に過年度納付されている状況も

確認できることから、申立期間における申立人の妻の保険料が納付済みである

ことを理由として申立人の保険料についても納付されていたと推認すること

はできない。 

さらに、申立人が確定申告書の作成等を依頼していた税務会計事務所は、申

立期間の大部分を含む昭和 63 年、平成元年及び２年の確定申告書控を保管し

ているところ、昭和 63 年の確定申告書控には、国民年金保険料の支払額が記



載されていない上、平成元年及び２年の確定申告書控に記載されている国民年

金保険料の支払額は、それぞれ、その年における申立人及びその妻の過年度納

付を含む保険料支払額より少額であることから、申立期間の保険料を納付した

ことを示す資料とは認められない。 

加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1138 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年１月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成２年１月から３年３月まで 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間について国民年金の加入記録が確認できなかったとの回答を受け

取った。 

私が 20 歳になったのを契機として、母が国民年金の加入手続を行ってく

れた。また、申立期間の保険料は、母又は私が毎月、郵便局において納付し

ていた。 

当時は、大学生であったので、申請すれば保険料を免除されると聞いてい

たが、両親が「納付できない金額ではない。」と言ってお金を出してくれた。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、平成３年４月１

日を資格取得日として、同年４月ごろに払い出されたものと推認でき、申立期

間は任意未加入期間であることから、制度上、保険料をさかのぼって納付する

ことはできない。 

また、申立人に係る国民年金の加入手続を行ったとするその母に聴取したも

のの、加入手続の時期、場所などを明確に記憶していない上、申立人の記憶す

る納付金額も当時の保険料額と相違している。 

さらに、申立人は、国民年金の加入の際、「当時は、大学生であったので、

申請すれば保険料を免除されると聞いていたが、両親が納付できない金額では

ないと言って、お金を出してくれた。」としているが、任意加入者は、制度上、



免除申請の対象とならないことから、この記憶は、４年制大学の昼間部に在籍

する学生が強制加入被保険者とされ、免除申請の対象となった平成３年４月以

降のものと考えられる。 

加えて、申立人は、現在所持する年金手帳のほかに、年金手帳を所持してい

た記憶は無いとしている上、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1139 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成６年３月から同年８月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成６年３月から同年８月まで 

｢ねんきん特別便｣が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間について国民年金の加入記録が確認できなかったとの回答を受け

取った。 

平成６年３月に会社を辞めた後、国民年金の加入手続を行い、申立期間

の保険料を納付したはずである。 

私の年金手帳には、申立期間が国民年金の被保険者期間と記録されてお

り、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄には、資格取得が

「平成６年３月１日」及び資格喪失が「平成６年９月１日」と記録されている

ところ、それぞれの記録に「Ａ町」のゴム印が押されていることから、この記

録は、申立人がＡ町に転入した平成８年６月 17 日以降に記載されたものと推

認でき、転入の時点では、申立期間の一部は、時効により保険料を納付するこ

とができない。 

   また、申立人は、申立期間の保険料について、納付時期、納付方法、納付場

所などの記憶が曖昧
あいまい

である上、その元妻に聴取しても、申立期間の保険料納付

状況について具体的な証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は、現在所持する年金手帳のほかに、年金手帳を所持してい

た記憶は無いとしている上、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳

記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 



加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当らない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1140 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年６月から同年８月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成９年６月から同年８月まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間について国民年金の加入記録が確認できなかったとの回答を受け

取った。 

申立期間は、会社に勤務していたが教育研修期間であったため、国民健康

保険及び国民年金の加入手続をＡ市Ｂ連絡所（現在は、Ａ市Ｃ区役所）にお

いて行い、保険料は住所地近くの銀行において納付したと思う。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄には、平成９年６

月１日に第１号被保険者として資格取得し、同年９月 11 日に資格喪失した記

録が確認でき、申立人に納付書が発行された可能性は否定できないが、保険料

納付に関する申立人の記憶は曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の所持する家計簿には、「平成９年７月 28日、国民保険 5,300

円」及び「平成９年８月 28日、国保 15,300円」との記載が確認できるものの、

その金額は、いずれも当時の国民年金保険料額と相違している上、ほかに国民

年金保険料の支出をうかがわせる記載も見当たらない。 

さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1141 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年３月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 63年３月から平成３年３月まで 

 「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間について国民年金の加入記録が確認できなかったとの回答を受け

取った。 

昭和 63 年４月ごろ、両親が私の将来のことを考え、母がＡ市役所（現在

は、Ｂ市Ｃ庁舎）において国民年金の加入手続を行い、保険料についても半

年ごとにまとめて、当時のＤ銀行Ｅ支店において納付してくれた。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、平成３年４月１

日を資格取得日として、同年５月ごろに払い出されたものと推認でき、申立期

間は国民年金の未加入期間であることから、納付書が発行されず保険料を納付

することはできなかったものと考えられる。 

また、申立期間の一部は、国民年金に制度上加入することができない 20 歳

到達前の期間であることから、申立内容には不自然な点が見受けられる。 

さらに、申立期間の保険料を納付したとする申立人の母は、半年ごとにまと

めて納付したとしているが、納付金額に関する記憶は曖昧
あいまい

である。 

加えて、申立人及びその母は、現在所持する年金手帳のほかに、年金手帳を

交付された記憶は無いとしている上、氏名検索及びＡ市役所作成の国民年金手

帳払出簿の縦覧調査によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出



された形跡は見当たらない。 

その上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1142 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年９月まで 

② 昭和 38年 10月から 42年３月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の国民年金の加入及び保険料納付が確認でき

ないとの回答を受け取った。 

    私の国民年金手帳には「資格取得、昭和 35 年 10 月１日」と記載があり、

夫婦共に国民年金制度発足時から国民年金に加入し保険料を納付していた

ので、申立期間①が未納とされ、申立期間②が未加入とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する国民年金手帳に「資格取得、昭和 35 年 10月１日」と記

載されていることから、制度発足時から国民年金に加入し、保険料を納付して

いたと主張しているが、国民年金手帳の資格取得欄は被保険者期間を示したも

のであり、保険料の納付を行った裏付けとはならない。事実、申立人夫婦の国

民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 37 年７月

23日に夫婦連番で払い出されたことが確認できる。 

また、特殊台帳及びＡ町役場（現在は、Ｂ市Ｃ区役所）作成の国民年金被保

険者名簿においても、申立期間①は未納、申立期間②は未加入とされているこ

とが確認できる上、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 36年度から 40年度

までの国民年金印紙検認記録欄には検認印が無いことから、保険料が納付され

たとは考え難い。 

さらに、申立人は、特例納付についても分からないとしている上、申立期間

①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）



は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1143 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 38年 11月まで 

② 昭和 38年 12月から 42年３月まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の国民年金の加入及び保険料納付が確認でき

ないとの回答を受け取った。 

    私の国民年金手帳には「資格取得、昭和 35 年 10 月１日」と記載があり、

夫婦共に国民年金制度発足時から国民年金に加入し保険料を納付していた

ので、申立期間①が未納とされ、申立期間②が未加入とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する国民年金手帳に「資格取得、昭和 35 年 10月１日」と記

載されていることから、制度発足時から国民年金に加入し、保険料を納付して

いたと主張しているが、国民年金手帳の資格取得欄は被保険者期間を示したも

のであり、保険料の納付を行った裏付けとはならない。事実、申立人夫婦の国

民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭和 37 年７月

23日に夫婦連番で払い出されたことが確認できる。 

また、特殊台帳及びＡ町役場（現在は、Ｂ市Ｃ区役所）作成の国民年金被保

険者名簿においても、申立期間①は未納、申立期間②は未加入とされているこ

とが確認できる上、申立人の所持する国民年金手帳の昭和 36年度から 40年度

までの国民年金印紙検認記録欄には検認印が無いことから、保険料が納付され

たとは考え難い。 

さらに、申立人の妻は、特例納付についても分からないとしている上、申立

期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控



等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1144 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 40年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

    ｢ねんきん特別便｣が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の保険料の納付事実が確認できなかったとの

回答を受け取った。 

申立期間である昭和 36 年当時は、税金、町内会費、神社費などの費用は

すべて各町内会単位で、会計担当者の自宅に合計額を持参していた。その中

に国民年金保険料も含まれており、私自身も会計を担当していた時期もあっ

た。また、当時は、民間、官公庁などは少なからず戦時色が残っており、未

納者には強い締め付けが行われていたので、国民年金保険料のみを納付しな

いということができる環境ではなく、申立期間が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳の発行年月日（昭和 44 年

11 月 20 日）及び国民年金印紙検認記録欄の最初の保険料納付日（昭和 44 年

12 月 25 日）から、昭和 44 年 11 月から同年 12 月ごろまでの間に払い出され

たことが推認でき、この時点では、申立期間の保険料は時効により納付するこ

とはできない。 

また、特殊台帳及びＡ市役所作成の国民年金被保険者名簿により、申立人は

昭和35年10月１日にさかのぼって国民年金被保険者資格を取得していること

が確認できるものの、36年４月から 40年３月までの期間については保険料の

納付事実が確認できない。 

   さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡が見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資



料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1145 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年４月から 51年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 51年３月まで 

  「ねんきん定期便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の申請免除記録が確認できなかったとの回答

を受け取った。 

私は、昭和 50 年４月から 52 年３月まで専門学校に在籍しており、２年目

の 51年４月から 52年３月までの期間は、申請免除の記録が確認できたのに、

１年目の申立期間の保険料が申請免除とされていないことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、専門学校在籍時に保険料の免除申請を行った契機を記憶していな

い上、免除申請の時期、場所、回数など具体的な手続の記憶も曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の専門学校在籍期間の前後の期間は、保険料が未納となってお

り、申立人は、当該未納期間について、「経済的な余裕が無かったので、保険

料を納付していなかったことは覚えているが、免除申請を行わなかった理由は

覚えていない。」としており、専門学校在籍時のみ免除申請を行ったとする申

立内容には不自然な点が見受けられる。 

    さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡が見当たらない上、申立期間の保険料を申請免除されたことを示す

関連資料は無く、ほかに申請免除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



新潟国民年金 事案 1146（事案 994の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年１月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から 53年３月まで 

   「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金納付記録を照会

したところ、昭和 49 年１月から 53 年３月までの期間、58 年 10 月から 59

年３月までの期間及び61年４月から62年３月までの期間の保険料の納付が

確認できないとの回答を受け取ったので、それぞれの期間について年金記録

確認第三者委員会に確認申立てを行った。その結果として、新潟行政評価事

務所長から平成 22 年４月８日付けで、昭和 61 年４月から 62 年３月までの

期間について訂正する必要があるとの回答を受け取った。 

申立期間当時は元妻と一緒に自営業をしており、年金を納付できないほど

経済的な余裕が無かった訳ではなかった。元妻が納付とされている昭和 49

年１月から 53 年３月までの期間について、未納とされていることに納得が

いかないので改めて申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間に係る申立てについては、申立人は、その父が申立人に係る国民年

金加入手続及び保険料の納付を行っていたと申し立てているが、保険料を納付

していたとする申立人の父は既に亡くなっており、加入手続及び保険料の納付

状況が不明である。 

  また、国民年金手帳記号番号払出簿、特殊台帳並びにＡ町役場（現在は、Ｂ

市Ｃ支所）及びＢ市役所作成の被保険者名簿から、申立人は昭和 49年１月 19

日を資格取得日として、53年７月 14日に国民年金手帳記号番号が払い出され

ていることが確認でき、この時点において、申立期間のうち、51 年４月から

53年３月までの期間の保険料は過年度納付、49年１月から 51年３月までの期

間の保険料は特例納付による方法でしか納付できないこととなるが、特殊台帳



及びＢ市役所作成の被保険者名簿により、申立人の元妻は当該期間の保険料を

現年度納付したことが確認できるなど、申立人の父が申立人及びその元妻の保

険料を同一の方法で納付した形跡は見当たらない上、申立人は、その父からま

とめて保険料を納付した旨を聞いたことが無いとするなど、申立期間の保険料

を過年度納付又は特例納付したことをうかがわせる事情は見当たらないとす

る、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年４月８日付けの通知が行われてい

る。 

    申立人は、その元妻の保険料と一緒に保険料を納付していた旨を主張するが、

申立人から新たな資料の提出は無い上、申立人が当時の事情を知っているとす

るその次兄は、「申立人夫婦の年金のことは分からない。」とするなど、委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1147 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年 10 月から 51 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 51年２月まで 

        数年前、Ａ市役所（現在は、Ｂ市役所）及びＣ社会保険事務所（当時）に

おいて国民年金加入記録を確認したところ、申立期間が未加入とされていた。

その後、「ねんきん特別便」が送付されたので加入記録を確認したところ、

申立期間が未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会し

たところ、申立期間の国民年金加入記録が確認できないとの回答を受け取っ

た。 

           私は、申立期間当時、父の自営業を手伝っており、市役所から送られて

きた納付書はすべて支払っていたと記憶している。 

間違いなく保険料を納付していたのに、申立期間が未加入とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、「会社を退職後、市役所で国民健康保険の加

入手続を行った際、国民年金の加入手続も行った。」としているが、申立期間

の加入手続及び保険料の納付状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が所持する三制度共通の年金手帳には、国民年金の手帳記号番

号が記載されておらず、国民年金の記録（１）欄も記載されていない上、オン

ライン記録においても、国民年金手帳記号番号が確認できないことから、申立

期間は未加入期間であり、納付書が発行されず保険料を納付することができな

かったものと考えられる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立期

間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、



ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1148 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年３月から平成３年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 59年３月から平成３年１月まで 

    ｢ねんきん定期便｣が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

私は、平成４年４月に会社を退職して実家に帰ってきた際、国民年金の加

入義務があることを知った。その後、両親が、国民年金の加入手続を行い、

過去の未納保険料額を計算した上ですべて納付してくれたと聞いている。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身の国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

申立人の加入手続及び保険料納付を行ったとするその母は、「さかのぼって納

付したことはあるものの、申立人が 20 歳の時点までさかのぼって納付したか

どうかは定かではない。」としているため、納付状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、平成４年

４月ごろに払い出されたことが推認でき、この時点では、申立期間の大部分は

時効により保険料を納付することができない上、特例納付実施期間が終了して

いることから、申立人が主張する 20 歳の時点までさかのぼって保険料を納付

することはできない。 

さらに、申立人の母は、「平成４年４月ごろに申立人に係る国民年金の加入

手続を行い、直後から未納保険料を分割で納付した。」と主張しているところ、

事実、オンライン記録から平成３年２月から４年３月までの保険料は、５年３

月から６年２月までの間に分割して過年度納付された事実が確認できるもの

の、申立人の母が記憶する納付時期とは相違していることなどから、申立内容



には不自然な点が見受けられる。 

   加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1149 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年２月から同年７月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成７年２月から同年７月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の国民年金の加入及び納付事実が確認できな

いとの回答を受け取った。 

    勤めていた会社を辞め家に戻ったので、母親がＡ市役所において国民年金

の加入手続を行い、保険料も納付してくれたはずなのに、申立期間が未加入

とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、自身の国民年金の加入手続に直接関与しておらず、加入手続を行

ったとするその母も、「記憶は定かでない。」とするなど、加入状況が不明であ

る。 

   また、氏名検索によっても、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された

ことが確認できないことから、申立期間は国民年金未加入期間であり、納付書

は発行されず保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

   さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟厚生年金 事案 1116 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  :  男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日  : 昭和 24年生 

住    所 :  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 45年９月９日から 46年１月 31日まで 

              ② 昭和 46年４月 24日から同年 10月 25日まで 

             ③ 昭和 48年７月 21日から同年９月 20日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間①、

②及び③が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    転職することが多かったが、その際は、退職する１か月前には次の就職先

を決め、退職後、１週間から 10日後には新しい職場で勤務を開始した。 

    転職の際に、何か月もの間、厚生年金保険に未加入となることはないはず

なので、申立期間①、②及び③を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、Ａ社は、「申立期間①当時の関係資料は、平成７年

にＢ施設を建て替えた際に処分したため、申立人の勤務実態や保険料控除の

状況は確認できない。」と回答している上、オンライン記録から、申立期間

①当時、同社において厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の

従業員に照会したものの、申立期間①当時における申立人の勤務状況に関す

る具体的な証言は得られないことから、申立期間①における申立人の勤務実

態を確認することができない。 

 

  ２ 申立期間②について、Ｃ社は既に解散しており、当時の事業主の所在も不

明であるため、申立人に係る人事記録及び給与関係等の書類を確認すること

ができない上、オンライン記録から、申立期間②当時、同社において厚生年

金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したものの、申



立期間②当時における申立人の勤務状況に関する具体的な証言は得られな

いことから、申立期間②における申立人の勤務実態を確認することができな

い。 

    また、雇用保険の記録によれば、申立人は、Ｃ社において、昭和 46 年２

月６日に雇用保険に加入し、同年４月 23日に離職したことが確認できるが、

その記録は、厚生年金保険における資格取得日及び喪失日の記録と一致して

いる。 

 

  ３ 申立期間③について、Ｄ社は、平成 12年 10月１日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、当時の事業主の所在も不明であるため、申立人

に係る人事記録及び給与関係等の書類を確認することができない上、オンラ

イン記録から、申立期間③当時、同社において厚生年金保険に加入している

ことが確認できる複数の従業員に照会したものの、申立期間③当時における

申立人の勤務状況に関する具体的な証言は得られないことから、申立期間③

における申立人の勤務実態を確認することができない。 

 

  ４ このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



新潟厚生年金 事案 1117 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 52年１月２日から同年４月１日まで 

             ② 昭和 52年５月 21日から同年６月４日まで 

             ③ 昭和 52年８月 27日から同年９月１日まで 

    以前から自身の年金記録に対して疑問を抱いていたが、「ねんきん特別便」

が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が厚生年金保険被保険者

期間となっていないことが分かったので、改めて社会保険事務所（当時）に

照会したところ、やはり申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていな

かった。 

    私は、Ａ社が経営していたＡ事業所Ｂ店に、昭和 51 年８月からアルバイ

トとして勤務したが、52年１月に、同店の店長に勧められて正社員になり、

同店には、同年５月まで勤務していた。 

    また、昭和 52 年６月及び同年７月はＡ社が経営していたＣ事業所に勤務

し、同年８月は同社が経営していたＤ事業所Ｅ店に勤務していた。 

    いずれの申立期間も、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶し

ているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、申立期間①を含む昭和 51 年 12 月 26 日

から 52年５月 20日までの期間、Ａ社において雇用保険に加入していること

が確認できることから、申立人が申立期間①に同社に勤務していたことが確

認できる。 

    しかしながら、Ａ社の後継会社であるＦ社は、「当時の関係資料は無いた

め、申立人の保険料控除の状況は不明である。」と回答していることから、

申立期間①における申立人のＡ社での厚生年金保険料の控除の状況につい



て確認することができない。 

    また、申立人が当時の同僚として氏名を挙げた者のうちの二人はいずれも、

「Ａ社では、正社員となってから３か月の見習い期間があった。」と証言し

ている上、当該同僚二人のうちの一人は、オンライン記録から、申立期間①

において、Ａ社及び同社の関連会社で、厚生年金保険に加入していることが

確認できないことから、同社は、必ずしも従業員全員を厚生年金保険に加入

させる取扱いではなく、加入させたとしても、採用してから相当期間経過後

に加入させていたと考えられる。 

 

  ２ 申立期間②について、オンライン記録から、申立人は、申立期間②の前後

において、Ａ社及び関連会社であるＤ社において厚生年金保険に加入してい

ることが確認できることから、申立期間②も、いずれかの事業所に勤務して

いた可能性は否定できないものの、Ａ社の後継会社であるＦ社は、「当時の

関係資料は無いため、申立人の勤務実態や保険料控除の状況は不明である。」

と回答していることから、申立期間②における申立人の勤務実態や厚生年金

保険料の控除の状況を確認することができない。 

    また、雇用保険の記録によれば、申立人は、Ａ社を昭和 52年５月 20日に

離職しているが、当該離職日は申立人の同社における厚生年金保険被保険者

資格の喪失日の前日と一致している上、Ｄ社において雇用保険に加入してい

たことが確認できない。 

    さらに、オンライン記録から、申立人が氏名を挙げた同僚のうちの一人は、

申立期間②において、Ａ社及び同社の関連会社で、厚生年金保険に加入して

いることが確認できないことから、同社及び同社の関連会社は、必ずしもす

べての従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

    加えて、Ａ社及びＤ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申

立期間②において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無い

ことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 

 

  ３ 申立期間③について、オンライン記録から、申立人は、昭和 52 年６月４

日から同年８月 27 日まで、Ｄ社において厚生年金保険に加入していること

が確認できることから、申立期間③も引き続き、同社に勤務していた可能性

は否定できないが、同社の後継会社であるＧ社は、「当時の関係資料は無い

ため、申立人の勤務実態や保険料控除の状況は不明である。」と回答してい

る上、申立人が当時の同僚として氏名を挙げた二人のうちの一人は、「人の

入れ替えが激しいところだったので、申立人のことは覚えていない。」と回

答していることから、申立期間③における申立人の勤務実態及び厚生年金保

険料の控除の状況について確認することができない。 

    また、Ｄ社において、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 52



年４月 20日から 55年５月１日までの期間に、厚生年金保険被保険者資格を

取得した 49人（申立人を除く。）の資格喪失日を確認したところ、申立人と

同様に、月の下旬で、その資格を喪失している者が多数確認できる。 

 

  ４ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても

厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



新潟厚生年金 事案 1118 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 58年４月６日から 60年６月 12日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    私は、申立期間中、Ａ社Ｂ支店の支店長であった夫と一緒に同社同支店に

勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が氏名を記憶している同僚の証言から、申立人が申立期間において、

Ａ社Ｂ支店で営業活動を行っていたことがうかがえる。 

しかしながら、申立期間における雇用保険の被保険者記録が無い上、申立事

業所の事業を継承しているＣ社は、「当時の資料は残っていない。」と回答して

いることから、申立人のＡ社Ｂ支店における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除の状況について確認することができない。 

さらに、Ｃ社労務部の担当者は、「Ａ社に勤務する営業職員は、入社当初は

委託職員で、その後一定の成績を満たしたときに社員の身分となり、厚生年金

保険に加入することができた。」と証言しているところ、オンライン記録から、

Ａ社において厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚の証言から、申立人が

申立期間中のいずれにおいても、社員として同社Ｂ支店に勤務していたことは

うかがえない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1119 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月 10日から 41年３月 15日まで 

② 昭和 41年５月１日から 43年３月 25日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    中学校卒業後すぐにＡ社に勤務し、その後、Ｂ社Ｃ事業所に勤務したこと

は間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ｄ都道府県Ｅ区Ｆ町に所在したＡ社に

勤務していた。同社は、Ｇ事業を行っていた。」と申し立てているところ、

申立人が氏名を記憶しているＡ社の元事業主の妻は、「夫は既に死亡してい

るが、申立期間①当時にＡ社というＨ事業の会社を経営していた。」と証言

している上、申立人が氏名を記憶している同僚は、「Ａ社は、Ｇ事業を行っ

ていた会社であり、自分も、申立人の紹介で１年くらい勤務したと思う。」

と証言していることから、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に

勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、上記元事業主は既に亡くなっている上、事業所記号順索引

簿において、Ｄ都道府県Ｅ区Ｆ町に所在するＡ社という厚生年金保険の適用

事業所は２社が確認できるが、当該索引簿及び商業登記簿から、いずれの事

業所も、申立人が主張する業種とは異なる業種であったことが確認でき、Ｇ

事業を行っていたとするＡ社が適用事業所であったことは確認できないこ

とから、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険の適用状況等について、確

認することができない。 



    また、オンライン記録において、上記元事業主及び上記同僚の年金記録を

確認したところ、いずれも、申立期間①中に厚生年金保険に加入していたこ

とが確認できない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「申立期間②当時に、Ｄ都道府県Ｉ区Ｊ

町付近でＫ事業をしていたＢ社Ｃ事業所に勤務していた。」と申し立ててい

るところ、Ｌ社は、「Ｊ町付近のＫ事業は、昭和 41年８月から 44年 11月の

竣工まで、Ｂ社に依頼していた。」と回答していることから、申立人が、Ｊ

町付近で行われたＫ事業に関わっていたことはうかがえるものの、事業所の

所在地や事業主の氏名を記憶していない上、オンライン記録において、Ｂ社

Ｃ事業所という名称の厚生年金保険適用事業所は確認できないことから、申

立人が、申立期間②当時に勤務していたとする事業所を特定することができ

ない。 

    また、Ｂ社は、「申立人に係る資料が残っていないため、申立期間②に勤

務していたかは不明である。また、申立期間②当時のＪ町付近のＫ事業に関

する明確な資料が無いため、Ｃ事業所という組織の存在は不明である。」と

回答している。 

 

  ３ 申立人はいずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても厚

生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無

い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1120（事案 579及び 825 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成３年１月１日から４年 12月１日まで 

    社会保険事務所（当時）の訪問調査により、申立期間の標準報酬月額が大

幅に引き下げられていることが判明した。 

    オンラインの記録では、標準報酬月額が 24 万円となっているが、実際に

支給されていた給与は 80 万円であったので、申立期間の標準報酬月額を訂

正してほしいとの申立てを２度行ったが、いずれも認められなかった。 

    今回、また新たな資料が見つかったので、再度調査の上、申立期間の標準

報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人が取締役を務めていたＡ社におい

て、遡及
そきゅう

して減額訂正されている標準報酬月額を減額訂正前の 53 万円に訂正

するよう主張するものであるが、当該事業所において申立人以外に取締役は確

認できない上、申立人が社会保険事務を含めて業務執行を行っていたとの証言

があること、及び申立人が社会保険事務所と保険料の滞納の件で標準報酬月額

引下げについて相談したとしていることなどから判断すると、申立人は、当該

事業所の唯一の取締役として、当該減額処理について関与しなかったとは考え

難いこと等により、既に当委員会の決定に基づき平成 21年 10月７日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   また、その後、申立人は、新しい資料として破産手続き等に関する資料を提

出し、標準報酬月額の減額訂正処理に自らが関与していないとして、再申立て

を行ったが、これらの資料は、破産手続き等に関する資料であり、当該資料か

らは、申立人自ら標準報酬月額の減額訂正処理に関与していないことを確認す

ることができず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は



見当たらないことから、これについても既に当委員会の決定に基づき平成 22

年３月 10日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、新しい資料として、「債権者一覧表（日付無し）」、「債権者

一覧表（平成８年３月 15日現在）」、「領収証」、「預り証」及び「破産宣告の申

立（会社自己破産）」を提出し、これらの資料により、Ａ社が自己破産の申立

てを行った平成８年１月＊日以降は、標準報酬月額の減額訂正処理に自ら関与

していないとして再度、申立てを行っている。 

   しかしながら、上記「債権者一覧表（日付無し）」において、45番に債権者

を社会保険事務所として社会保険料の残債務額が記載されているにもかかわ

らず、上記「債権者一覧表（平成８年３月 15 日現在）」においては、欠番とな

っていることが確認できるが、このことについて、Ａ社の破産宣告申立人代理

人に照会したところ、当該代理人は、「社会保険事務所と申立人が、なるべく

滞納金をゼロにするためのやり取りをし、平成８年２月 26 日ごろに手続をし

た旨を、同年３月 13 日に申立人から報告を受けて、当職から社会保険事務所

の担当者に確認をしたものである。」と回答している上、申立人が、「Ａ社の自

己破産を申し立てた平成８年１月＊日以降、自らは、社会保険の届出ができな

い状況であった。」と主張していることについて、当該代理人は、「申立人が、

自分で届出等の手続を行っている。」と回答していることから、平成８年２月

26 日ごろに、申立人自ら社会保険事務所に対して、標準報酬月額の減額訂正

処理に関する手続を行ったことが推認できる。 

   これらのことから、申立人自ら標準報酬月額の減額訂正処理に関与していな

いことを確認することはできず、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は

見当たらないことから、申立人は、Ａ社の唯一の取締役として自らの標準報酬

月額の減額訂正処理に関与しながら、当該減額処理が有効なものではないと主

張することは信義則上許されず、申立人の申立期間における厚生年金保険の標

準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1121 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 37年 11月 20日から 42年４月２日まで 

② 昭和 42年 10月 29日から 43年１月５日まで 

③ 昭和 43年 10月４日から 44年４月 11日まで 

    私は、昭和 37 年 11 月 20 日から 44年４月 11 日まで、Ａ店Ｂ支店で勤務

していたと記憶しているが、年金請求のため、社会保険事務所（当時）に厚

生年金保険の加入記録を照会したところ、当該期間のうち、申立期間①、②

及び③が、厚生年金保険被保険者期間となっていない上、42 年４月２日か

ら同年 10月 29日までの期間、及び 43年１月５日から同年 10月４日までの

期間が、Ｃ店で厚生年金保険に加入していることが分かった。 

    その後、「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、や

はり、上記のような状況となっていた。 

    私は、Ｄ市場にあったＡ店Ｂ支店に勤務していたため、勤務期間の一部に

おいて、Ｃ店で厚生年金保険に加入していることが疑問であるが、それ以上

に、申立期間①、②及び③が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

に納得がいかない。 

    Ａ店Ｂ支店で勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③以外の期間が、

Ｃ店における厚生年金保険被保険者期間となっているため、申立期間①、②

及び③の申立事業所をＣ店とするので、申立期間を厚生年金保険被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が名字を記憶している同僚は、「申立人は、

申立期間①のうち、昭和 37年から 38年ごろにＡ店Ｂ支店のほかにＣ店でも

勤務していた。」と証言していることから、申立人は、申立期間①のうち、



いずれかの期間においてＣ店に勤務していたことがうかがえる。 

    しかしながら、Ｃ店は既に廃業している上、事業主は亡くなっていること

から、申立期間①に係る申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除等の状

況について確認することができない。 

    また、オンライン記録から、Ｃ店は、昭和 39 年６月１日に厚生年金保険

の適用事業所になっており、申立期間①のうち、同年５月 31 日以前の期間

については、適用事業所ではないことが確認できる上、当該事業所に係る健

康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立期間①において申立人

の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、申立人に係る社

会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 

    さらに、申立人は、「自分は、Ａ店Ｂ支店で勤務していた。当該店舗は、

Ｅ社の事業主の娘が、Ｃ店の事業主と結婚して、Ｅ社から暖簾分けした店で

あった。」と主張しているところ、Ｅ社の現在の社長は、「Ｄ市場にあるＡ店

Ｂ支店は、当店傘下の店舗で、申立期間①当時、当店の事業主の娘が経営し

ていた店である。事業主の娘は私の母親で、Ｃ店の事業主は私の父親である

が、Ａ店Ｂ支店とＣ店は関係が無い。現在、母は病気療養中のため、申立期

間①当時の状況を確認できない上、申立人がＡ店Ｂ支店に在籍したことを確

認できる資料も無い。」と証言していることから、上記同僚は、申立人が、

申立期間①において、Ａ店Ｂ支店に勤務したことを証言しているものの、申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができな

い。 

    加えて、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申

立期間①において、申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無

いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難

い。 

 

  ２ 申立期間②及び③について、オンライン記録から、申立人は、昭和 42 年

４月２日から同年 10 月 29 日までの期間、及び 43 年１月５日から同年 10

月４日までの期間、Ｃ店において厚生年金保険に加入していることが確認で

きることから、申立期間②及び③についても、引き続き当該事業所に勤務し

ていた可能性は否定できないが、申立期間②及び③当時、当該事業所におい

て、厚生年金保険に加入していた複数の元従業員に照会したものの、申立期

間②及び③当時における申立人の勤務状況に関する具体的な証言は得られ

ないことから、申立人が、申立期間②及び③において、Ｃ店に勤務していた

ことが確認できない。 

    また、Ｃ店は既に廃業している上、事業主は亡くなっていることから、申

立期間②及び③に係る申立人の勤務状況及び厚生年金保険料の控除等の状

況について確認することができない。 



    さらに、Ｃ店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申

立期間②及び③において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落

も無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考

え難い。 

    加えて、申立人は、「自分は、Ａ店Ｂ支店で勤務していた。」と主張してい

るところ、Ｅ社の現社長は、上述のとおり証言している上、オンライン記録

から、申立期間②及び③当時、Ｅ社において厚生年金保険に加入していたこ

とが確認できる従業員からは、申立人の勤務状況に関する具体的な証言は得

られないことから、申立人が、申立期間②及び③において、Ａ店Ｂ支店に勤

務していたことが確認できない。 

    また、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、申立

期間②及び③において、申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落

も無いことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考

え難い。 

 

  ３ このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②及び③に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



新潟厚生年金 事案 1122 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月４日から 37 年５月１日まで 

「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ支店

に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていな

いことが分かった。 

    Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤し、継続して勤務していたことは間違い

ないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間当時、Ａ社Ｂ支店（Ｄ営業所）に出勤したところ、Ｅ

社の現場で仕事をするように言われた。」としているところ、申立人が氏名を

記憶している同僚は、「昭和 36年の年末ごろ、Ｅ社の現場で勤務していた。そ

の際、申立人も一緒だった。」と証言している上、雇用保険の加入記録から、

申立人は、昭和 37 年１月１日から、Ａ社Ｂ支店で雇用保険に加入しているこ

とが確認できることから、申立人が、申立期間のうち、36年 11月４日から同

年 12月 31日までの期間については、期間は特定できないものの、同社Ｂ支店

に勤務していることがうかがえる上、雇用保険の加入記録から、申立人が、申

立期間のうち、37 年１月１日から同年５月１日までの期間については、同社

Ｂ支店に勤務していたことが確認できる。 

   しかしながら、現在、県内のＡ社各支店を統括している同社Ｆ支店の総務担

当者は、「現在、当支店において、申立人が当社Ｂ支店に在籍していたことを

確認できる資料は、同支店が作成していた社会保険管理カードのみである。そ

のほかに人事記録等の資料は無いことから、申立てどおりの届出及び保険料納

付については不明である。」と証言していることから、申立人の申立期間にお

ける具体的な勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することがで



きない。 

   また、申立人は、「Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤し、継続して勤務して

いた。」と申し立てているところ、オンライン記録から、申立期間当時、Ａ社

Ｃ支店において厚生年金保険に加入していることが確認できる元従業員５人

のうち４人は、「申立期間当時、Ａ社Ｃ支店に勤務していた運転手や作業員は、

同社Ｃ支店が同社Ｂ支店に統合された昭和 39 年２月１日までは、各支店間を

転勤することはなかった。」と証言している上、そのほかの１人は、「申立人は、

Ａ社Ｃ支店から同社Ｂ支店に転勤したのではなく、同社Ｃ支店をいったん退職

し、改めて同社Ｂ支店に採用になった。」と証言している。 

   さらに、オンライン記録から、Ａ社Ｂ支店において厚生年金保険に加入して

いることが確認できる複数の元従業員は、「Ａ社Ｂ支店に入社当初は、まず臨

時社員となり、その後に実施される試験に合格して養成員となる。その後、養

成員期間が終わると正社員になる扱いだった。正社員になるまでは厚生年金保

険に加入していなかった。」と証言している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社Ｃ支店を退職後、同社Ｂ支店

に再入社したが、申立期間においては、臨時社員及び養成員であったことがう

かがわれることから、厚生年金保険の加入対象者として取り扱われていなかっ

たものと推認できる。 

   加えて、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1123 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月から 28年８月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間当時、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶している

ので、申立期間を厚生年金保険被保険期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「当時のＡ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務していた。」としている

が、Ｂ事業所は、「申立期間当時の資料は、処分して保管していない上、当時

の事業主は既に亡くなっていることから調査することができない。」と回答し

ている。 

   また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、

申立期間当時、当該事業所で厚生年金保険に加入していることが確認できる７

人について調査したものの、６人は既に亡くなっており、回答が得られた１人

は、「申立人のことを記憶していない。」と証言していることから、申立人が当

該事業所に勤務していたことが確認できない。 

   さらに、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1124 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 45年 12月１日から 46年２月１日まで 

② 昭和 46年３月２日から 50年４月中旬まで 

    社会保険事務所（当時）に年金相談に行ったところ、Ａ事業所における厚

生年金保険被保険者期間が１か月しか無いことが分かった。 

    Ａ事業所では、当初は冬季のアルバイトとして勤務したが、その後は正社

員（店長）として勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「高校の同級生が経営するＡ事業所で、

当初は冬季のアルバイトとして勤務したが、その後は正社員（店長）として

勤務していた。」と申し立てているところ、オンライン記録から、昭和 46

年２月１日にＡ事業所における厚生年金保険被保険者資格を喪失している

ことが確認できる従業員は、「申立人のことを知っているが、自分がＡ事業

所に勤務していた期間には、申立人は、まだ勤務していなかった。」と証言

している上、当該従業員と同様に、同日に資格を喪失している別の従業員は、

「当時、Ｂの配達をしていた 20 歳代の若い男性がいたが、それが申立人な

のかどうか分からない。」と証言していることから、申立人が申立期間①に

Ａ事業所に勤務していたことが確認できない。 

 

  ２ 申立期間②について、オンライン記録から、申立期間②中にＡ事業所にお

いて厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員の証言から、申立

人が、申立期間②当時、当該事業所に勤務していたことが推認できる。 

    しかしながら、オンライン記録によると、Ａ事業所は昭和 49 年２月 26



日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間②のうち、同

年２月 27日以降の期間は、適用事業所ではないことが確認できる。 

    また、Ａ事業所が加入するＣ厚生年金基金が保管する、厚生年金基金加入

員資格取得届及び加入員資格喪失届から、当該基金における申立人の資格取

得日は昭和 46 年２月１日、資格喪失日は同年３月２日であることが確認で

きるが、当該取得日及び喪失日は厚生年金保険における記録と一致しており、

上記基金及び社会保険事務所（当時）の双方が、申立人の資格取得日及び喪

失日を誤って記録したことは考え難い。 

 

  ３ オンライン記録から、申立人は、昭和 42 年９月 26 日から 61 年２月１日

までの期間、国民年金に加入し、保険料を納付しているが、このうち、46

年４月から 61 年１月までの期間は、定額保険料に加え付加保険料も納付し

ていることが確認できるなど、申立人がいずれの申立期間も厚生年金保険に

加入していたことをうかがわせる事情は見当らない。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当らない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1125 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 20年９月から 22年８月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。その後、何度も

社会保険事務所（当時）に照会したが、いずれも厚生年金保険の記録が無い

という回答で進展が無かったので、年金記録確認第三者委員会に申立てを行

った。 

    申立期間については、確かにＡ事業所に勤務していたので、申立期間を厚

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 26年６月６日付けのＡ事業所における 10年勤続の表彰状を

保管している上、オンライン記録から、申立期間当時、同工場において厚生年

金保険に加入していたことが確認できる複数の同僚の証言から、期間は特定で

きないものの、申立人が同工場に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ａ事業所は、その後、Ｂ社に名称を変更しているところ、同

社は既に解散している上、当時の事業主の娘は、「会社の関係資料は処分して

おり、資料は全く残っていない。」と回答していることから、申立人のＡ事業

所における勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

   また、オンライン記録から、申立人は、昭和 17 年６月１日から 19 年７月

10 日までの期間はＡ事業所において、22 年９月 15 日から 44 年５月１日まで

の期間はＢ社において、それぞれ厚生年金保険に加入していることが確認でき

ることから、申立期間においても厚生年金保険に加入している可能性は否定で

きないものの、Ｂ社において、申立人と同一日（22年９月 15日）に被険者資

格を取得した同僚二人はいずれも、「厚生年金保険の記録より前から勤務して



いた。」と証言していることから、当時、Ａ事業所は、必ずしも従業員全員を

採用と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、加入させたとしても

採用してから相当期間経過後に加入させていたことがうかがえる。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1126 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 52年８月 26日から同年 11月 17日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で勤務

した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

が分かった。 

    私は、昭和 52 年２月１日から 55 年６月 26 日まで、Ａ社に継続して勤務

していたと思うので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務していたと申し立てている

が、雇用保険の記録から、申立人は、同社において、昭和 52 年２月１日から

同年８月 25日までの期間及び同年 11月 17日から 55年６月 27日までの期間、

雇用保険に加入していることが確認できる一方、申立期間中は、雇用保険に加

入していることが確認できない。 

   また、申立人が氏名を記憶している同僚一人、及びオンライン記録から、申

立期間当時、Ａ社において、厚生年金保険に加入していることが確認できる同

僚一人はいずれも、「申立人は、いったん会社を辞めてまた戻ってきた。」と証

言している上、別の同僚一人が「当時いったん退社し、再入社した話を聞いた

ことがある。」と回答しているなど、申立人が申立期間中も引き続き同社に勤

務していたという証言は得られなかったことから、申立期間における勤務実態

を確認することができない。 

   さらに、Ａ社は、「申立期間当時の資料を保存していない。」と回答している

ことから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用状況等について、確認

することができない。 



   加えて、申立人のＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票により、申

立人の健康保険被保険者証は、昭和 52年８月 27日に返納されていることが確

認できる上、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1127 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 32年９月から 35年７月 31日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間中は、Ａ社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録から、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加入して

いたことが確認できる従業員の証言から、期間は特定できないものの、申立人

が同社に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ａ社は、「正式な雇員となっていれば、保管している社員名

簿に名前が記載されているはずだが、申立人の氏名は確認できない。また、当

時の人事資料の中に申立人の記録が無い。」と回答している。 

   また、申立人が氏名を記憶している同僚に照会したものの、連絡が取れた二

人はいずれも、「申立人のことを記憶しているが、申立人の勤務期間は覚えて

いない。」と証言しており、申立人の勤務実態及び保険料控除について確認す

ることができない。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1128 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 36年５月 10日から同年８月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社（現在

は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務していた期間のうち、昭和 36 年５月から同年７月

までの期間の標準報酬月額が、直前の２万円から１万 6,000円に減っている

ことが分かった。 

    昭和 36 年８月からの標準報酬月額が３万円となっていることから、申立

期間の標準報酬月額が１万 6,000円であることに納得がいかない。 

    調査の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する申立人に係る台帳の給与歴には、申立人の昭和 36 年４月１

日時点の本給合計額が２万 4,600円（基本給が２万 600円、家族手当が 2,000

円、役手当及び住宅手当が各 1,000円）と記載されていることが確認できる。 

   しかしながら、Ｂ社は、申立人の申立期間当時の標準報酬月額及び厚生年金

保険料控除額について、「申立期間当時の資料について保存期間が経過してお

り、不明である。」と回答している上、申立人は、当時の給与明細書等を保管

していないことから、申立人の申立てどおりの給与の支給及び保険料控除につ

いて確認することができない。 

   また、オンライン記録によれば、支店間異動による厚生年金保険被保険者資

格の得喪に伴い、申立人の標準報酬月額は、２万円から１万 6,000円に２等級

減額していることが確認できるが、申立人と同様に、昭和 36 年５月 10 日に、

Ａ社Ｃ支店で資格を取得している者の標準報酬月額も支店間異動前の１万

2,000円から１万円に減額していることが確認できる上、申立人が同期入社で



あるとして氏名を挙げている者の標準報酬月額は、申立期間前後２度にわたり、

１等級又は２等級減額していることから、申立人の標準報酬月額の減額が不自

然であるとは言えない。 

   さらに、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿及び

健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立期間における申立人の標準

報酬月額について遡及
そきゅう

訂正等の不自然な処理は見当たらない。 

   このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる資料は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

を認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1129 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 40年４月から 41年 12月まで 

             ② 昭和 41年 12月から 42 年 12月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間①

及び②が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間①は、Ａ社Ｂ事業所内のＣ事業所に、申立期間②は、Ａ社とＤ社

の共同企業体のＥ施設Ｆ事業所に、いずれも季節労働者（Ｇ職種）として勤

務していたので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ｈ県Ｉ町大字Ｊに所在するＡ社Ｂ事業

所内のＣ事業所に、季節労働者として勤務した。」としているところ、申立

人が氏名を挙げた元同僚ａ氏の妻は、「夫からは、短期間ではあるが、申立

人と一緒にＫ施設工事に従事したことがあると聞いている。」と証言してい

る上、雇用保険の記録から、申立人が昭和 40 年４月４日から同年 12 月 22

日までの期間及び 41 年３月 26 日から同年 11 月 11 日までの期間において、

Ｌ公共職業安定所管内に所在する事業所に勤務していたことが確認できる。 

    しかしながら、上記雇用保険の記録では、その事業所名が不明である上、

Ａ社は、「当時の書類は破棄して保管していないが、当時在籍していた従業

員の記憶では、下請業者にＭ県のＮ事業所があったとしている。」と回答し

ている。 

    また、申立人が氏名を挙げた別の元同僚ｂ氏は、オンライン記録からＯ社

（所在地はＭ県）において厚生年金保険に加入していることが確認できるも

のの、同社は昭和 44 年 10 月２日に厚生年金保険適用事業所になっており、

ｂ氏の被保険者資格取得日は 46年４月１日であることが確認できる。 



    さらに、同僚ａ氏及びｂ氏は既に亡くなっている上、Ｏ社（Ｍ県）は商業

登記簿上確認ができず、Ｐ社（Ｈ県）は既に解散していることから、申立期

間①当時における勤務実態及び保険料控除について確認することができな

い。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「Ｍ県Ｑ郡Ｒ村Ｓに所在する、Ａ社とＤ

社の共同事業体であるＥ施設内Ｆ事業所に、季節労働者として勤務してい

た。」としているところ、雇用保険の記録から、申立人が昭和 41 年 12 月 18

日から 42 年６月 22 日までの期間及び同年９月 21 日から同年 11 月 28 日ま

での期間、Ｔ公共職業安定所管内に所在する事業所に勤務していたことが確

認できる。 

    しかしながら、上記雇用保険の記録では、その事業所名が不明である上、

Ａ社は、「Ｅ施設工事誌には、主な請負先の記載はあるが、Ｆ事業所という

事業所は確認できない。」と回答していることに加え、申立人は、Ｆ事業所

の本社所在地、事業主の氏名及び同僚の氏名を記憶していないことから、申

立人が、申立期間②当時に勤務したとする事業所を特定することができない。 

    また、オンライン記録において、Ｆ事業所の類似事業所として、Ｍ県Ｕ市

（現在は、Ｖ市Ｕ区）に所在した「Ｗ社」（昭和 48年２月にＸ社へ名称変更）

が確認できるが、事業主の子息に照会したところ、「Ｗ社は、Ａ社の下請会

社ではないし、Ｅ施設の工事には関わっていない。」と証言している。 

 

  ３ 申立人は、いずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金

保険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても、

厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も

無い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1130 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 34年６月 13日から 35 年２月 28日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険

者期間となっていないことが分かった。 

    その後、「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、や

はり、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

    昭和 35 年２月に会社へ退職する旨の連絡をするまでは、Ａ社に在職して

いたときと同じ健康保険制度の保険証を使用していたと思うので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社に在職中の昭和 32 年 11 月ごろに、病気治療のため出身地

に戻ったが、同じ健康保険証を使用していたと思う。」とする一方で、「同社に

対して退職する旨の連絡をする昭和 35 年２月までの間、同社で勤務していな

い。」としている。 

   また、Ｂ社は、「資料が無いため、申立期間当時の勤務実態及び厚生年金保

険料の控除については不明である。」と回答している上、オンライン記録から、

申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加入していることが確認できる従

業員からは、申立人が申立期間において、引き続き同社で勤務していたとの証

言も得られないことから、申立人の勤務実態及び保険料控除を確認することが

できない。 

   さらに、申立人は、「申立期間中も同じ健康保険制度だった。」としていると

ころ、健康保険制度においては、健康保険被保険者期間が１年以上ある被保険

者が退職した場合、被保険者当時の同一疾病について、資格喪失後も継続して



療養給付が受けられる（初診日から５年間）継続療養制度と、健康保険被保険

者期間が２か月以上ある被保険者が退職した場合、引き続き２年間は、個人で

健康保険の被保険者になることができる任意継続被保険者制度があることか

ら、申立人は申立期間中において、どちらかの健康保険制度を利用していたこ

とがうかがわれる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1131 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成３年 11月５日から６年８月３日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた当時の標準報酬月額が、16万円と低額であることが分かった。 

    最初の１か月だけは、給与が 10万円くらいであったが、翌月からは、100

万円から 120万円の収入を得ていたことは確かであるので、調査の上、申立

期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

オンライン記録によれば、申立期間に係る標準報酬月額は 16 万円とされてい

るが、これらの標準報酬月額の決定又は改定は、資格取得時又は定時決定時に

行われたものであることが確認でき、遡及
そきゅう

訂正等の不自然な点は見られない。 

   また、オンライン記録において、申立人が、Ａ社で厚生年金保険被保険者資

格を取得した、平成３年11月５日前後の新規資格取得者33人（申立人を除く。）

の新規資格取得時、４年 10月の定時決定時及び５年 10月の定時決定時の標準

報酬月額を確認したところ、いずれも 14万 2,000円ないし 20万円であること

から、申立人の標準報酬月額が不自然に低額であるとも言えない。 

   さらに、Ａ社の元事業主からは証言を得られなかったが、上記 33 人のうち

の１人は、「外務員は、歩合給だった。会社は、最低限の報酬を社会保険事務

所に報告して、その報酬に見合う保険料が給与から控除されていた。」と証言

している上、上記 33人のうち照会することのできた元従業員はいずれも、「国

の記録に疑問点は無い。」、「疑問点は分からない。」と証言している。 

   このほか、申立人の申立期間について、申立てどおりの標準報酬月額に基づ



く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1132 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 34年９月 15日から 37 年４月１日まで 

    年金請求を行う１年前に、年金相談センターに厚生年金保険の加入記録を

照会したところ、Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店に勤務した申立期間が厚生年

金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    その後、「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、や

はり、申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

    申立期間中、Ａ社Ｃ支店で、訪問販売員として勤務していたことは間違い

ないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録から、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加入して

いることが確認できる従業員の証言から、期間は特定できないものの、申立人

が同社Ｃ支店において販売員として勤務していたことがうかがえる。 

   しかしながら、Ｂ社は、「資料が無いため、申立人が、申立期間当時、Ａ社

Ｃ支店で勤務したか否かについては確認できない。なお、申立期間当時、販売

員として勤務した従業員は、厚生年金保険加入対象者である正販売社員（正社

員）と厚生年金保険非加入対象者の見習販売社員とに分かれていた。申立人が

申立期間当時、正販売社員と見習販売社員のどちらの身分で勤務していたかに

ついても不明である。」と回答しており、申立人の申立期間に係る勤務実態や

厚生年金保険の適用状況等について、確認することができない。 

また、Ｂ社人事総務部の担当者は、「厚生年金保険に加入している場合は、

当社が作成している健康保険台帳に氏名の記載があるが、申立人の氏名は無い

ため、申立人は、厚生年金保険には加入していないと思われる。また、販売員

として入社した場合は、見習販売社員から始まり、販売成績が良ければ正販売



社員となる。」と証言している上、申立期間当時、Ａ社Ｃ支店及び同社同支店

直販部で勤務していた複数の従業員は、「正販売社員になると厚生年金保険に

加入する。」と証言していることから、申立人は、申立期間当時、Ａ社Ｃ支店

に勤務していたものの、厚生年金保険加入対象者ではない見習販売社員であっ

た可能性も否定できない。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1133 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月１日から 45年３月 31日まで 

    60 歳が近くなったので、社会保険事務所（当時）の窓口へ年金記録の照

会に行ったところ、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこ

とが分かった。 

    私は、Ａ事業所（現在は、Ｂ団体Ａ事業所）に正職員として採用され、厚

生年金保険にも加入していたと思うので、調査の上、申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録から、申立期間中にＡ事業所において、厚生年金保険に加入

していることが確認できる元職員は、「申立人のことを知っている。勤務期間

は短かった。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立人

は、当該事業所に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ｂ団体Ａ事業所の事業主は、「保管している書類を確認して

も申立人の名前を確認することはできない。また、社会保険事務所に対して、

申立てどおりの届出及び保険料の納付を行ったかは不明である。」と回答して

いる上、オンライン記録から、申立期間中に当該事業所において、厚生年金保

険に加入していることが確認できる元職員のうち、照会することのできた上記

元職員を除くその他の元職員はいずれも、「申立人のことを知らない。」と証言

していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確

認することができない。 

   また、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間に

おいて申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、申

立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 



   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1134 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 45年７月１日から 47年７月 25日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申

立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないとの回答を受け取った。 

    公共職業安定所のあっせんで、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務したことは間

違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社の所在地並びに事業主及びその長男の氏名を記憶していると

ころ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、事業

所の所在地及び両者の氏名が確認できる上、同社において厚生年金保険に加入

していることが確認できる従業員３人の証言から、期間は特定できないものの、

申立人が、Ａ社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 53 年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではなかっ

たことが確認できる。 

また、Ｂ社は、「申立期間当時の資料は無い。」と回答している上、同社の現

在の会長は、「Ａ社は、昭和 52年４月１日に法人となったが、53年４月１日ま

では社会保険に加入していなかったので、申立人の申立てどおりの届出及び申

立期間に係る厚生年金保険料の納付は行っていない。」と証言している。 

さらに、オンライン記録によると、上記会長及び上記従業員３人のうち１人

は、申立期間中は国民年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 



このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1135 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 22年５月 25日から 25年４月１日まで 

② 昭和 26年５月１日から 29年 11月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

した申立期間①と、Ｂ社に勤務した期間のうち申立期間②が、いずれも厚生

年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    勤務したことは間違いないので、申立期間①及び②を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社は、Ｃ地区にあったが、同社は、

戦争に行く前に勤務していたＤ社の子会社であり、Ｄ社が製造する製品の卸

売りをする会社であった。」と申し立てているところ、申立人がＡ社を退職

した後に勤務したＢ社から提出された申立人の履歴書において、「昭和 22

年５月 25日付け、Ａ社購買課入社」と記載されていることが確認できる上、

申立人が氏名を記憶している元同僚の弟及び妹は、「Ａ社は、私の叔父が社

長をしていた会社である。当時、事務所はＣ地区にあった。姉は既に死亡し

ているが、申立人が、姉の同僚として、同社で勤務していたことを記憶して

いる。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立人は、

Ａ社に勤務していたことがうかがえる。 

    しかしながら、申立人が申立期間当時勤務していたとするＡ社は、同社の

所在地を管轄する法務局に、その商業登記の記録が確認できない上、適用事

業所名簿においても、同社が、厚生年金保険の適用事業所であったことが確

認できず、前述の社長は既に亡くなっていることから、申立期間①に係る申

立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができ



ない。 

    また、オンライン記録において、申立人が氏名を記憶している上司及び元

同僚が、申立期間①当時に、厚生年金保険に加入していたことが確認できな

い。 

 

  ２ 申立期間②について、オンライン記録から、Ｂ社において厚生年金保険に

加入していることが確認できる従業員は、「私は、高校を卒業した昭和 25

年にＢ社に入社した。申立人は、私が同社に入社したときには既に勤務して

いた。」と証言していることから、申立人が、申立期間②のいずれかの期間

において、同社に勤務していたことがうかがえる。 

    しかしながら、Ｂ社の現在の会長は、「私は、申立期間②当時、事務を担

当していたが、申立期間②当時、当社は厚生年金保険に加入しておらず、給

与から厚生年金保険料は控除していなかった。」と証言している。 

    また、オンライン記録によると、Ｂ社は昭和 29年 11月１日に厚生年金保

険の適用事業所になっており、申立期間②当時は適用事業所ではなかったこ

とが確認できる上、申立人が氏名を記憶している申立期間②当時の社長、上

司及び上記従業員の同社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、い

ずれも同一日であることが確認できる。 

 

  ３ このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1136 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 28年 10月１日から 31 年 10月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ事業所（現

在は、Ｂ社）で勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者

期間となっていないことが分かった。 

    Ａ事業所では、昭和 31 年 10 月ごろまでＣ職種として勤務していたので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録により、申立人は、昭和 28年５月１日から同年 10月１日ま

でＡ事業所において厚生年金保険に加入していたことが確認できることから、

申立期間も引き続き、当該事業所に勤務していた可能性は否定できないところ、

申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険に加入していたことが確認で

きる複数の同僚に照会したものの、申立期間当時における申立人に関する具体

的な証言は得られず、申立人が申立期間も引き続き、当該事業所に勤務してい

たことが確認できない。 

   また、Ｂ社は、「申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除及び届出

を行ったかどうかは不明である。」と回答しており、申立人の申立期間におけ

るＡ事業所での勤務実態及び保険料控除について確認することができない。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1137 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 52年８月１日から 53年８月１日まで 

           ： ② 昭和 58年 10月１日から 59年７月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｂ支社

に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の標準報酬月額が違っている

ことが判明した。 

    国（厚生労働省）の記録では、申立期間①及び②の標準報酬月額が、26

万円と 30万円となっているが、それぞれ 28 万円と 32万円になると思う。 

    標準報酬月額が誤っていることを確認できる賃金明細票を提出するので、

申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①及び②の標準報酬月額の相違について申し立てている

が、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除したと認められる保険料額及び申立人の報酬月額

のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

   申立人から提出されたＡ社における賃金明細票から、その報酬月額は、申立

期間①は標準報酬月額 28万円から 30万円に相当する額であり、申立期間②は

標準報酬月額 26 万円から 36 万円に相当する額であることが確認できる一方、

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、申立期間①は 26 万円、申立

期間②は 30 万円であることが確認でき、その額は、オンライン記録による標

準報酬月額の記録と一致している。 



   また、Ａ社元代表清算人から業務を委託されたＣ社は、「申立期間①及び②

について、国（厚生労働省）の記録どおりの届出及び納付を行っていた。」と

回答している。 

   さらに、Ａ社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間①及び②における申立人の標準報酬月額について遡及
そきゅう

訂正等の不自

然な処理は見当たらない。 

   このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 


